
○山口大学社会連携講座規則

(趣旨)

第1条 この規則は，山口大学連携講座規則(平成30年規則第91号。以下「連携講座

規則」という。)第6条の規定に基づき，山口大学(以下「本学」という。)におけ

る社会連携講座の実施に関し必要な事項を定める。

(目的)

第2条 社会連携講座は，外部機関等からの資金を有効に活用し，本学における教

育研究の進展及び充実並びに地方における雇用創出及び地域の活性化等による地

方創生の推進に資することを目的とする。

(定義)

第3条 この規則において使用する用語は，連携講座規則において使用する用語の

例による。

(設置の申請)

第4条 部局等の長は，社会連携講座の設置について申込みがあり，第2条の目的に

照らし，有益と認める場合には，その設置を学長に申請することができる。

2 前項の場合において，部局等の長は，当該部局等に教授会又はそれに代わる機

関(以下「教授会等」という。)が置かれる場合には，教授会等の意見を聴かなけ

ればならない。

3 第1項の申請に当たっては，次の書類を提出するものとする。

(1) 社会連携講座申込書

(2) 社会連携講座の概要

(3) 担当教育職員予定者の履歴書及び就任承諾書

(設置の可否決定)

第5条 学長は，前条の申請があったときは，当該社会連携講座の設置の可否を決

定するものとする。

(設置の通知及び報告)

第6条 学長は，前条の規定により社会連携講座の設置を決定したときは，その旨

を当該部局等の長に通知するとともに，教育研究評議会へ報告するものとする。

(存続期間等)

第7条 社会連携講座の存続期間は，原則として1年以上5年以下とする。ただし，

特に必要がある場合は，これを更新することができる。

2 社会連携講座の内容等に大きな変更を加える場合及びその存続期間を更新する

場合の手続は，設置の例による。

(社会連携講座の構成等)

第8条 社会連携講座に，当該社会連携講座における教育研究等を担当する職員と

して，国立大学法人山口大学職員任免規則(平成16年規則第42号)第3条に規定す

る連携講座教育職員若しくは国立大学法人山口大学契約教育職員就業規則(平成1

7年規則第22号)第2条第2号に規定する特命教育職員又は兼務する大学教育職員を

1名以上置く。

2 前項の規定により社会連携講座に置く特命教育職員は，学長が特に認める場合

を除き，国立大学法人山口大学職員就業規則(平成16年規則第41号)第19条に規定

する大学教育職員等の定年を超えることはできない。

3 第1項の場合において，当該社会連携講座で学生の研究指導を総括的に担当する

場合は，教授又は准教授相当者1名以上を含むものとする。

(平成30年9月18日規則第91号)
改正 令和4年2月18日規則第6号



(職務内容)

第9条 連携講座教育職員は，当該社会連携講座における教育研究等に資する取組

に従事する。ただし，外部機関等との協議により，支障のない範囲内で，その他

の授業，研究指導，研究又は診療を担当することができる。

2 特命教育職員は，当該社会連携講座における特定分野の教育研究等に資する取

組に従事するものとする。

(経理等)

第10条 社会連携講座の設置に係る経費は，その存続期間に係る総額を一括して受

け入れることを原則とする。ただし，継続して受け入れることが確実であるとき

は，年度ごとに必要な経費を分割して受け入れることができる。

2 前項の社会連携講座の設置に係る経費は，別に定めるところにより，寄附金及

び共同研究費以外の経費で受け入れるものとする。

(研究成果等の取扱)

第11条 社会連携講座における研究成果等の取扱いについては，国立大学法人山口

大学職務発明等規則(平成16年規則88号)に定めるもののほか，必要に応じて当該

外部機関等と協議の上，決定するものとする。

(事務)

第12条 社会連携講座の事務は，総務企画部地域連携課において処理する。

(雑則)

第13条 この規則に定めるもののほか，社会連携講座に関し必要な事項は，別に定

める。

附 則

この規則は，平成30年10月1日から施行する。

附 則(令和4年2月18日規則第6号)

1 この規則は，令和4年4月1日から施行する。

2 この規則施行の際現に設置している社会連携講座については，この規則の施行

日から令和5年3月31日までの間は，この規則による改正後の山口大学社会連携講

座規則第8条第2項の規定にかかわらず，なお従前の例による。


